
 

瀬戸市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例及び瀬戸市指定

介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

令和６年６月２８日 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市条例第２１号 

瀬戸市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例及び瀬戸市

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 （瀬戸市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 瀬戸市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例（平成２

６年瀬戸市条例第３６号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下 

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（地域包括支援センターの職員に係る基準及び

当該職員の員数） 

（地域包括支援センターの職員に係る基準及び

当該職員の員数） 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね３，

０００人以上６，０００人未満ごとに置くべき

専らその職務に従事する常勤の職員及びその員

数（地域包括支援センター運営協議会（介護保

険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。

第３号において「省令」という。）第１４０条

の６６第１号イに規定する地域包括支援センタ

ー運営協議会をいう。以下同じ。）が第１号被

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区

域における第１号被保険者の数がおおむね３，

０００人以上６，０００人未満ごとに置くべき

専らその職務に従事する常勤の職員及びその員

数は、原則として次のとおりとする。 



 

保険者の数及び地域包括支援センターの運営の

状況を勘案して必要であると認めるときは、常

勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員

の勤務延時間数を当該地域包括支援センターに

おいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除する

ことにより、当該地域包括支援センターの職員

の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をい

う。）によることができる。次項において同じ

。）は、原則として次のとおりとする。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

 ⑶ 主任介護支援専門員（省令第１４０条の６

６第１号イ⑶に規定する主任介護支援専門員

をいう。）その他これに準ずる者 １人 

 ⑶ 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号。次項第２号

において「省令」という。）第１４０条の６

６第１号イ⑶（介護保険法施行規則の一部を

改正する省令（平成２７年厚生労働省令第１

９号）附則第３条の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）に規定する主任介護支

援専門員をいう。）その他これに準ずる者 

  １人 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援セン

ター運営協議会が地域包括支援センターの効果

的な運営に資すると認めるときは、複数の地域

包括支援センターが担当する区域を一の区域と

して、当該区域内の第１号被保険者の数につい

て、おおむね３，０００人以上６，０００人未

満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を

当該複数の地域包括支援センターに配置するこ

とにより、当該区域内の一の地域包括支援セン

ターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする

。この場合において、当該区域内の一の地域包

括支援センターに置くべき常勤の職員及びその

員数は、同項各号に掲げる者のうちから２人と

する。 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいず

れかに掲げる場合には、地域包括支援センター

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれ

かに掲げる場合には、地域包括支援センターに



 

に置くべき職員及びその員数は、次の表の左欄

に掲げる担当する区域における第１号被保険者

の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるとこ

ろによることができる。 

置くべき職員及びその員数は、次の表の左欄に

掲げる担当する区域における第１号被保険者の

数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところ

によることができる。 

 ⑴ 第１項の基準によっては地域包括支援セン

ターの効率的な運営に支障があると地域包括

支援センター運営協議会において認められた

場合 

 ⑴ 前項の基準によっては地域包括支援センタ

ーの効率的な運営に支障があると地域包括支

援センター運営協議会（省令第１４０条の６

６第１号ロ⑵に規定する地域包括支援センタ

ー運営協議会をいう。次号及び次条において

同じ。）において認められた場合 

⑵ ＜省略＞ ⑵ ＜省略＞ 

担当する区域における

第１号被保険者の数 

地域包括支援センターに

置くべき職員及びその員

数 

おおむね１，０００人

未満 

第１項各号に掲げる者の

うちから１人又は２人 

おおむね１，０００人

以上２，０００人未満 

第１項各号に掲げる者の

うちから２人（うち１人

は、専らその職務に従事

する常勤の職員とする。

） 

おおむね２，０００人

以上３，０００人未満 

専らその職務に従事する

常勤の第１項第１号に掲

げる者１人及び専らその

職務に従事する常勤の同

項第２号又は第３号に掲

げる者のいずれか１人 
 

担当する区域における

第１号被保険者の数 

地域包括支援センターに

置くべき職員及びその員

数 

おおむね１，０００人

未満 

前項各号に掲げる者のう

ちから１人又は２人 

おおむね１，０００人

以上２，０００人未満 

前項各号に掲げる者のう

ちから２人（うち１人は

、専らその職務に従事す

る常勤の職員とする。） 

 

おおむね２，０００人

以上３，０００人未満 

専らその職務に従事する

常勤の前項第１号に掲げ

る者１人及び専らその職

務に従事する常勤の同項

第２号又は第３号に掲げ

る者のいずれか１人 
 

  

 （瀬戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を



 

 

定める条例（平成２６年瀬戸市条例第３９号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１３条 指定介護予防支援事業者は、法第１１

５条の２３第３項の規定により指定介護予防支

援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項

を遵守しなければならない。 

第１３条 指定介護予防支援事業者は、法第１１

５条の２３第３項の規定により指定介護予防支

援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項

を遵守しなければならない。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正性の確  

 保を図るため地域包括支援センター運営協議

会（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省

令第３６号）第１４０条の６６第１号イに規

定する地域包括支援センター運営協議会をい

う。）の議を経なければならないこと。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正性の確

保を図るため地域包括支援センター運営協議

会（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省

令第３６号）第１４０条の６６第１号ロ⑵に

規定する地域包括支援センター運営協議会を

いう。）の議を経なければならないこと。 

 ⑵から⑷まで ＜省略＞  ⑵から⑷まで ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 


